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新型コロナパンデミックと日本の家計行動―就業・消費・家庭＊ 

 

照山 博司・木村 匡子＊＊ 

 

＜要旨＞ 

本稿の目的は、新型コロナパンデミックが日本の家計に与えた影響について、就業、消

費、家庭の観点から、これまでの経済学分野の実証分析が示した事実を展望することによ

って、現時点での整理と評価を行うことである。就業に関する研究では、労働機会や収入

に対するパンデミックからの負の影響が、対人サービスや人流を伴う業種、テレワーク等

柔軟な働き方の困難な職種に大きく偏って発生したことが、多様なデータと手法で示され

た。これらの部門には非正規雇用が多く、さらに、非正規雇用に若年層や女性が多いため、

それらの階層に労働機会と収入の損失を生じさせた。家計消費に関する研究では、収入減

少および感染危惧という２つの要因による消費支出の減少が分析されている。前者は、定

額給付金の効果の分析を通じ、流動性制約下にある家計の消費がより収入の影響を受けや

すいことを示した。後者は、高齢者層で、感染危惧から外出を伴う消費機会が減少したこ

とを指摘した。家庭に関する研究は、テレワークや育児負担に関するものが多かった。パ

ンデミック下で普及したテレワークは、恵まれた条件の労働者が従事する傾向があるため、

働き方格差を拡大させうるが、家庭へのコミットメントを高め、家族のウェルビーイング

を改善する効果もある。学校閉鎖等による家事・育児負担の増大は、特に女性の雇用やメ

ンタルヘルスに負の影響を及ぼした。 
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The COVID-19 Pandemic and Japanese Household Behavior:  

Employment, Consumption, and Family 

 

By Hiroshi TERUYAMA and Masako KIMURA 

 

Abstract 

 

We evaluated the impact of the COVID-19 pandemic on Japanese households by reviewing the 

empirical studies from the employment, consumption, and family perspectives. Through various data 

and methods, the literature on employment showed that the pandemic's negative impact on work 

opportunities and income was concentrated in industries with interpersonal services and human mo-

bility and in occupations that made flexible work arrangements such as teleworking difficult. The 

high ratio of non-regular employment in these sectors resulted in the loss of labor opportunities and 

income for many young people, particularly women. The literature on consumption studied declining 

consumption expenditures through two factors: income decline and infectious hazards. The studies 

on the fixed benefit effect showed that household consumption under liquidity constraints is more 

sensitive to income. The studies on infectious hazards approach indicated that consumption opportu-

nities were reduced among the older adult population because of fear of infection. Many studies on 

families focused on telework and the increased burden of childcare because of school closures and 

other factors. Telework, which became widespread during this period, was undertaken by workers 

with better conditions, which raised concerns about widening inequalities in work styles; however, it 

also increased commitment toward the family and improved people's well-being. In addition, the 

increased burden of childcare negatively affected women's employment and mental health. 

 

JEL Classification Codes: D10, J 21, J 81 
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１. はじめに 

 本稿の目的は、新型コロナウイルスの感染拡大（以下、パンデミック）が、日本の家計

に与えた影響という観点から、家計の行動を、就業、消費、家庭という経済活動分野に区

分したうえで、これまでに行われてきた経済学分野の実証分析を展望し、それらが示した

事実の整理をすることである
1
。 

 パンデミック下の家計行動に関する実証分析の特徴は、第１に、WEB 調査や非伝統的デ

ータ等を駆使し、極めて短期間でデータを収集・分析して、結果を公表した研究が多いこ

とがある。第２に、感染症モデルを融合したマクロ経済シミュレーションや、大規模デー

タの統計解析等、経済学の先端分野の成果が積極的かつ有効に活用されたことである。第

３に、パンデミックのショックが特定の経済部門や労働階層に集中して及んだことから、

従来からの構造問題であった経済格差への影響があらためて注目されたことである。第４

に、近年、経済学でも注目されるウェルビーイング、レジリエンス等の非金銭的要素が、

人々の行動変容に伴って、分析対象として一層重視されたことがある。 

 以下の第 2 節では、就業がパンデミックによってどのような影響を受けたのか、主に労

働機会と収入格差、および感染と労働活動のトレードオフの観点から研究の現状を展望す

る。第 3 節では、家計消費動向の変化、「特別定額給付金」政策の消費喚起への効果、人流

抑制政策の効果に関する研究成果を概観する。第 4 節では、パンデミックが家庭内行動に

及ぼす影響について、テレワーク、育児・家事等の家庭内生産、それらの家庭環境変化が

もたらした影響に関する研究を紹介する。第 5 節では、男女間格差の観点から研究成果を

整理する。第 6 節は全体のまとめである
2
。 

 

２．就業への影響 

2.1 新型コロナパンデミックと日本の労働市場 

パンデミック初年の 2020 年に労働市場に生じた変化の特徴として、労働機会の損失に

は、失業者が増加することで就業者が減るよりも、休業者が増加することで従業者が減る

影響が大きかったこと
3
、休業率と失業率の顕著な上昇は 2020 年の 4-6 月に集中し、とく

に休業が短期間に急上昇したこと、2020 年 7 月以降は、失業率、休業率ともに、パンデミ

ック以前よりも高い水準が継続していること、があげられる。労働市場に大きな影響が現

れたのは、感染拡大の第１波（2020 年 3-5 月頃）から第２波（2020 年 7-8 月頃）にかけて、

                                                        
1 日本でのパンデミックの経緯、経済や労働市場の動向については、樋口・中井（2021）、江夏・矢寺（2021）、

福田（2022）、Kotera and Schmittmann（2022）等を参照。 
2 本稿で展望する論文の内容に関して引用する数値は、各論文中でその著者らが記載している数値の引用

とともに、われわれが論文中の図表から読み取った数値も含まれる。 
3 本稿を通じて、「就業」は収入を伴う仕事を持っている状態、「従業」は収入を伴う仕事を持っていて働い

ている状態を指す。よって、就業には従業と休業が含まれる。就業と従業の両者を指す場合やとくに区別し

ない場合は「労働」ということとする。「雇用」は、就業のうち雇われて給料・賃金を得ている場合である。 
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とくに新型コロナウイルス対策の特別措置法に基づく「緊急事態宣言」の第１回目（2020

年 4-5 月）が発出された時期にあたる。 

川田（2021）は、「労働力調査」（総務省）の公表データによって、2020 年の労働市場の

状況を概観し、リーマンショック期の 2008 年と比較した。それによると、休業による労働

調整はリーマンショック期にはほとんど見られず、今回のパンデミック特有である。また、

失業者数の前年同月増は、2020 年末でも男性で 30 万人増、女性で 20 万人増と、ほぼリー

マンショック初期の水準であった。中でも、2020 年には、飲食・宿泊業等、特定の業種の

就業者が大幅に減少するという不均一性が顕著であった。ただし、直接的なパンデミック

の影響が小さかったと考えられる製造業や建設業でも雇用は減少しているため、ショック

は産業を超えて波及し、経済全体の労働需要を縮小させたとしている。 

 

2.2 パンデミック初期の労働市場 

2020 年第２四半期の実質 GDP 成長率は、前期比年率換算で－28.1％（季節調整値）の歴

史的急落であった。リーマンショック期の 2009 年第１四半期の－17.9%を上回る。労働市

場で起こった変化も大きく、完全失業率は 2019 年 12 月の 1.9%から 2020 年 8 月をピーク

に、半年強で 1 %ポイント急上昇した。以下、パンデミックから負の影響が甚大であった

2020 年前半を「パンデミック初期」ということにする。 

川上（2021）は、パンデミック初期を中心とした労働市場を、主に政府統計の公表デー

タに基づいて概観し、次のような事実を示した。2020 年 4 月から「勤め先や事業の都合に

よる離職」をした失業者が急増し、3 月に 20 万人強であったものが 6 月には 40 万人に達

している。それに続いて、8 月以降の３か月間で「定年又は雇用契約の満了による離職」を

した失業者が 20-25 万人まで増加、また、2020 年初の 70 万人程度から緩やかに増加して

いた「自発的な離職（自己都合）」による失業者が 8 月以降増加に転じ、10 月には 85 万人

に近づいた。（以上、総務省「労働力調査」より。）企業側から見ると、2020 年 4 月以降で

多かった労働投入調整手段は、通常と同じく残業規制等の労働時間に関連する調整であっ

た
4
。しかし、4-6 月にかけて一時休業による調整が一挙に増加した。（以上、厚生労働省「労

働経済動向調査」より。） 

川上（2021）に示されたように、パンデミック初期には解雇・倒産に伴う失業者が急増

したが、次いで、解雇によらない人員整理や自己都合による離職のための失業が増加した。

自己都合離職には、感染リスクの高い職場の回避、テレワーク等の可能な職場への選好、

休校等に伴って増加した育児・子育て時間の確保等、パンデミック特有の転職希望の高ま

りがあったのではないか。失業プールへの流入に、パンデミック初期とそれ以降で性質の

違いがあったことがうかがわれる。 

山本他（2020）は、2020 年 5 月に実施された「新型コロナウイルス感染症が社会に与え

                                                        
4 労働投入（総労働時間）は、労働者数と 1 人当たりの平均労働時間の積であり、企業の労働投入の調整

手段は、労働時間調整と雇用者数調整に区別される。 
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た影響に関する JHPS 特別調査」（慶應義塾大学）、以下、JHPS コロナ特別調査、によって、

パンデミック初期に労働者の属性階層間で不均一な影響が、様々な局面で発生していたこ

とを示した。山本他（2020）によれば、全体の 4 %程度がパンデミックによる解雇や倒産

等で職を失い、高齢層、女性、非正規雇用、サービス職、飲食・宿泊業等で失職率が高い。

4 月にはパンデミックを理由とする休職を全体の約 25%が経験しており、20-30 代、女性、

非正規雇用、サービス職、飲食・宿泊業で多い。労働時間は 2-4 月にかけて週７時間程短

縮され、時短経験者は 60%弱である。時短経験者は、休職経験者と対照的に、若壮年層、

男性、正規雇用、大企業勤務者等で多い。同じ期間の減収経験者は 30%強あり、女性、サ

ービス職、飲食・宿泊業に多い。 

 

2.3 労働市場の需給動向 

 川上（2021）はまた、「職業安定業務統計」（厚生労働省）の都道府県、職種、フルタイ

ム・パートタイム区分での月次集計データによって、マッチング関数を計測することで、

ミスマッチ指標と（最適な求職者配分と比べて）過大となる労働供給を推定した
5
。川上

（2021）によれば、ミスマッチは 2020 年 3 月以降、5 月をピークに高まった。また、パン

デミックで過大供給が増加した業種には、飲食店、運搬に関する職種等が含まれる。さら

に、職業情報データベース「日本版 O-NET」の情報から作成した仕事内容の指標を職業と

関連付けると、接客や職場内で対人接触の伴う仕事に過大供給が生じたとする。 

「職業安定業務統計」はハローワークでの求人求職に限定されるが、Fukui et al.（2020）

は、パンデミック初期にハローワークを含むインターネット上で収集された求人データ

（HRog データ、ゴーリスト社）を分析し、新規求人の減少に関し、人の外出の少なかった

期間と地域で減少が大きかったこと、企業当たりの平均的な新規求人数の減少よりも新規

求人を停止した企業数が増えた影響が大きかったこと等の特徴を示した。 

「職業安定業務統計」を用いたマッチング関数は、川田（2020）も推定している。川田

（2020）は、マッチング関数の計測結果に基づいて就職確率の変動の要因分解を行った。

その結果、2020 年 4-5 月の就職確率の低下はマッチングの効率性の低下、一方、6 月以降

の低下は求人倍率の低下が主な原因であり、地域間や職種間のミスマッチから就職確率へ

の影響は限定的であったとしている。 

井上他（2022）は、「職業安定業務統計」の職業小分類による 2021 年 10 月までの月次パ

ネルデータに、「日本版 O-NET」に基づいて作成した職種別の感染リスクおよびテレワーク

の容易さの指標を結合した分析を行った。感染リスクまたはテレワーク容易度の指標の大小

で職種を二分し、さらに「パートを除く常用労働者」と「常用的パート」（以下、「常用」と

「パート」）の雇用形態を区別した上で、職種グループと雇用形態ごとの労働市場における

                                                        
5 複数の部門で構成される労働市場を想定し、最適な部門間の求職者の配分と実際の部門間の求職者の分

布、各々の下での就職者数の乖離率をミスマッチ指標とする。川上（2021）および以下の川田（2020）、

井上他（2022）は、いずれも共通のミスマッチ指標を採用している。 
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マッチング関数を推計した。職種の感染リスクやテレワークの容易さに関わらず、パンデミ

ック後にどの職種市場でも求人倍率は低下したが、2021 年には改善を始めた。ミスマッチは、

常用で感染リスクの高い職種内で大きく拡大したが、リスクの低い職種内の拡大は小さかっ

た。前者は 2021 年に入ると改善する。パートでは職種の感染リスクに関わらずミスマッチ

が拡大したが、高リスク職種で改善が見られた一方、低リスク職種では拡大が続いていた。 

第 2.2、2.3 節で概観した諸研究で示されたことから、パンデミック初期の失業増加の背

景について、以下が推察される。まずパンデミック第１波中に、倒産や解雇による失業者

が転職市場に流入した。感染症特有の対人接触、外出自粛等の行動制限を要因とする労働

需要の収縮が、特定の経済部門（業種や職種）に偏向した労働超過供給を生じさせ、同時

にパンデミック下の情報の不足等から転職市場の調整機能が低下して求職者が滞留した。

この間、職種の需給ミスマッチも高まった可能性がある。続いて、第１波後以降は、他部

門へ労働需要低下が波及すると同時に、雇止めや自己都合等による失業が加わったため、

失業率が高止まりした。 

ただし、失業率の上昇は、休業率に比して緩やかだっただけでなく、リーマンショック

期と比べても相対的に小さかった。この理由については、さらに今後の検証をまたねばな

らないが、失業率が 10 年近くにわたって趨勢的低下傾向にあったという構造的な要因、パ

ンデミック前は労働市場が超過需要状態にあったという循環的要因、雇用維持のための積

極的な政策が実施されたという政策的要因（第 2.4 節）、また、家事・育児負担増による労

働市場からの退出というパンデミック特有の要因（第 4.3 節）が複合的に作用したのでは

ないかと考えられる。 

 

2.4 休業による労働調整 

パンデミック初期の短期間に、一時休業による雇用を維持した上での労働投入調整が集

中した。その理由として、パンデミックによる景気悪化の継続期間が、とくに情報蓄積の

少なかった初期に予測困難な状況で、労働時間より調整幅が大きく、解雇や再雇用ほど費

用がかからない手段として選択されたことがあろう。さらに、新型コロナウイルスの感染

力や感染経路に未知な部分の多かったパンデミック初期に、外出自粛が推奨された経緯か

ら、休業は労働調整以外に人流制限の目的も強く持ったと言える。 

雇用調整助成金（以下、雇調金）制度による政策対応もこれを後押ししたと考えられる。

雇調金制度は、一時的な事業活動縮小に際し、休業等によって従業員の雇用を維持した場

合に、休業手当の費用を助成する制度である。2020 年 4 月以降、助成条件の緩和、助成率

と助成金上限の引き上げ、助成範囲の拡大等の特例措置が実施され、さらに事業主から休

業手当を支払われなかった休業者へ休業支援金が支払われた（酒井 2021）
6
。 

雇調金の雇用維持効果について、「新型コロナウイルス感染症が企業経営に及ぼす影響

                                                        
6 ただし、職場からの要請で休業した者の内、休業手当を受け取っていない者もかなり存在した。例えば，

周（2021a）、久米（2022）、Kotera and Schmittmann（2022）、参照。 
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に関する調査」（労働政策研究・研修機構）を利用した小林（2021）は、雇調金を受給した

企業で、数か月先の人員削減が抑制されたとした。同じ調査結果を使った福田・山本（2021）

は、雇調金を含む企業支援策は、元々業績の悪い企業ではなく、パンデミックで急激に業

績悪化した企業が申請する傾向があり、いわゆる企業の「ゾンビ化」につながってはいな

いとした。また、雇調金は、人件費に対しても正の効果をもたらし、パンデミックによる

雇用や賃金の調整を緩和したと指摘した。 

一方、久米（2022）は、「就業実態パネル調査」（リクルートワークス研究所）および２

回の臨時追加調査（2020 年 6・7 月と 2021 年 3 月）のデータ（以下、JPSED データ）を利

用して、2020 年の 4 月と 5 月の休業者と失業者について、同年 12 月の状況を、傾向スコ

アを用いた推定により、個人属性の違いを考慮した上で比較した。その結果、緊急事態宣

言下の休業措置は、その後の失業、非労働力化を防いだとしている。 

現時点ではまだ研究例は限られるが、概して雇用調整助成金や休業措置の雇用維持効果

について肯定的な結果が報告されている。休業と雇用に関する調査とデータ収集を継続し、

パンデミック下の雇用維持政策評価の研究を重ねていくことが、今後の雇用支援策のあり

方を考える上で重要となろう。また、労働調整手段としての時間調整と休業措置の関係も、

今後の検証余地がある課題である。従来、日本企業では、人員ではなく時間による調整が

一般的であった。しかし、雇用調整費用が低い非正規雇用の増加は、人員整理による調整

をより容易にし、今回のパンデミック下でも、非正規雇用が雇用の調整弁として利用され

たことが、第 2.5 節で取り上げる多くの研究結果によって示されている。一方、労働時間

調整の効果の分析はまだ多くない。雇調金特例措置では、労働時間短縮（短時間休業）に

ついての受給要件が緩和されているため、時間調整の費用を低減させる効果もあったと考

えられる。第 2.2 節で見たように、山本他（2020）は、休職と労働時間短縮の対象となっ

た労働者の属性が対照的であったとしている。これは、休業が単なる時間調整の延長上の

調整手段として捉えられないことを示唆している。 

 休業から労働者が受ける影響については、太田（2022）が JPSED データによって、収入

や仕事内容の指標を、休業経験の有無と労働者の属性等に回帰することで調べている。そ

れによると、休業経験者の 2020 年の収入の対前年変化率は、非経験者よりも 7 %ポイント

程低い。また、休業経験の有無に関わらず、2020 年に担当する仕事のレベルが前年から低

下したと考える労働者が多いが、休業経験者の方がその程度が大きい。 

 

2.5 パンデミック下の経済格差 

パンデミックの影響は、感染抑止行動や抑止政策を通じ、人の移動や接触を伴う経済活

動に集中的に及ぶ。労働市場への影響も、特定の階層
7
に大きく偏った労働の需要と供給の

                                                        
7 以下では、共通する属性を持つ経済主体のグループを階層（ないし属性階層）ということにする。この

場合、グループ間の属性自体の順序を必ずしも意味しないが、グループ内の平均的な就業確率や収入等の

指標の高低があるという意味で用いる。 
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収縮として現れた。パンデミック以前から日本の経済格差拡大が進んでいたところへ、不

均一性の高い経済ショックが発生したため、労働機会や収入（雇用者に限定すれば雇用機

会や賃金）の格差拡大に関心を持った研究が多く行われた
8
。格差拡大を検証する場合、そ

れがどのような労働者の属性の間で発生しているかが問題となる。その間で大きな格差が

存在する階層を構成する属性が、格差の原因と密接につながるためである。 

Kikuchi, et al.（2021b）は、パンデミック初期を対象に、雇用者数を「労働力調査」、賃金

を「毎月勤労統計」（厚生労働省）の公表データに基づいて、性別、年齢、雇用形態、業種、

職種の異なる属性階層間の雇用と賃金に生じた、パンデミックの影響の差異を検証した
9
。

そこでは、年齢以外の各階層を、パンデミックからの影響が大きいと想定される階層とそ

れ以外に二分して比較する方法がとられた。それら区分につき集計された雇用者数と平均

賃金の 2020 年 1 月を起点とする 6 月までの推移を比較し、負の影響の大きかった階層の

特定を試みた。その結果、女性、非正規雇用、対人業務が多くリモート業務の困難な業種・

職種が、相対的に大きな雇用と賃金の減少を経験したとしている。 

Kikuchi, et al.（2021b）と同じ「労働力調査」ではあるが、集計前のミクロデータを使っ

て、異なる方法で格差を検証した研究に、Fukai et al.（2021a）がある。そこでは、「労働力

調査」が持つ属性情報の区分を調査票情報に近い形で利用する。個々の労働者の就業率（就

業確率）が前年同月から低下した大きさによって、パンデミックの影響を測る。さらに、

就業率の低下を、その労働者の属性や就業状態等の関数として機械学習によって推定し、就業

率低下の大きさに関し順序づけた。これらを 20 分位に分割し分位内平均値で見ると、就業

率は、最も低下した 5 %の分位では、2020 年 4-6 月に、前年同月と比べ数%ポイント低い

が、それ以外の分位では大きな低下は見られなかった。さらに、従業率についても同様の

分析を行うと、4 月には低下幅が大きい方から 20%までの分位で、8-20%ポイント前年同月

より低くなる。従業率の低下が集中する範囲は就業率よりも広く低下幅も大きいが、ほと

んど低下の見られない分位が大部分であった。これらの事実は、就業率や従業率の低下が、

一部の労働者に集中して発生したことを意味する。このような就業率や従業率の低下が大

きかったグループには、女性、若年層、通学や家事等のかたわらに働く者、パートタイム

雇用者、飲食・宿泊業種やサービス職種で働く者等が多かった。 

「労働力調査」に基づく２つの研究は、集計度の高い２階層区分で比較しても、ミクロ

的に影響が集中した階層に着目しても、労働機会に関する不均一なショックが見出される

ことを示した。それらの階層のうち、性別、雇用形態は、従来から雇用と賃金の格差が指

摘されている階層である。一方、特定の業種と職種に発生した格差は、今回のパンデミッ

                                                        
8 労働機会は勤労収入を稼得する機会なので、労働機会の格差も最終的には収入格差となる。このような

金銭的な格差に対し、近年、非金銭的な健康や仕事意欲等の「ウェルビーイング」の格差への関心が高ま

っている。生命・健康リスクと直結する新型コロナウイルスパンデミック下で、さらにウェルビーイング

の重要性が高まった。非金銭的格差は、職場のみでなく家庭での活動に密接に関係するため、第 4 節に譲

り、本節では金銭的格差の面を扱うこととする。 
9 Kikuchi, et al.（2021b）の内容を一部含んだ同じ観点の分析を行っている研究として、菊池他（2020）、

北尾（2021）がある。 
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クに特有である。以下では、これらの２つの格差の関係に留意しつつ、パンデミックの就

業への影響を見ることにしたい。なお、男女間の格差については、在宅勤務を含むテレワ

ークや、家事・育児等の家庭内活動と密接に関係するため、第 5 節でまとめて取り上げる。 

 

2.5.1 雇用形態間格差 

Kikuchi, et al.（2021b）は、雇用形態を（職場での呼称による）正規と非正規に二分した

上で、2020 年 1 月を基点として、月次で雇用者数の推移を比較した
10
。それによると、正

規雇用者数は緩やかに下降し 6 月までに 1 %ポイント程減となる一方、非正規雇用者数は

3 月まで増加したあと 4 月に 4 %ポイント程急落し 6 月まで回復しない。高橋（2021）も

「労働力調査」公表データによって、非正規雇用者数の前年同四半期差をリーマンショッ

ク期と比較し、2009 年には 40-50 万人程度の減少であったことに対し、2020 年第３四半期

には 125 万人減少したとして、今回のパンデミックによる非正規雇用減少の大きさを示し

ている。一方、正規雇用は、リーマンショック期には減少したが、今回はむしろ増えてい

た。また、リーマンショック時の非正規雇用の減少が派遣労働者に集中したことに対し、

今回はパート・アルバイトの減少が大きかった。 

Fukai et al.（2021a）では、就業率の低下が最も大きかった 5 %分位に属する労働者を、

属性階層ごとに特徴付けている。その方法は、最低下分位における、ある属性の労働者の

比率が、他分位のその属性の労働者の平均比率に比べて何％ポイント大きいかによって、

就業率に大きな影響を受けた属性を示すものである。雇用形態（前月状態）に関してみる

と、就業率の最低下分位では、パートタイム雇用が他の分位よりも 30%ポイント程多い。

同様に従業率について見ると、パートタイムに一層偏っていた。つまり、休業調整もパー

トタイムに集中した。さらに Fukai et al.（2021a）は、前月の就業状態別の分布も見ている。

前月の失業者が、就業率の最低下分位に 10 数％ポイント多いのは自然だが、それと同程度

に「通学のかたわらに仕事」をしていた就学者がこの分位に多いことは注目される。従業

率については、最低下分位の就学者がさらに多くなる。加えて、就学者と同程度に「家事

などのかたわらに仕事」をしていた者も多い。Fukai et al.（2021a）の分析を 2020 年全体に

拡張した深井（2022）によれば、就業率、従業率とも、2020 年を通して、最低下分位にア

ルバイトが 20%ポイント程多い。また、パートタイムは、従業率の最低下分位で上半期に

やや多い。パートとアルバイト層について、各々の就業者の属性を見ると、パートは配偶

者がいる女性が多く、アルバイトは親等と同居している若年層が多いとしている。これら

は、主に家計への補助的な収入を目的に就業をする階層だと考えられる
11
。 

                                                        
10 正規と非正規の区分は、利用する統計調査で利用可能な区分に制約されることに注意が必要である。統

計調査等では職場呼称による区分が適用されることが多い。 
11 ただし、その世帯収入に対する影響は小さいわけではない。深井（2022）は「労働力調査」の年収の情

報から、パートやアルバイトで働く人の収入が世帯収入に占める割合は中央値でみて 9%から 17%である

としている。また、周（2020）は、ゆうちょ財団の 2018 年の調査を引用し、世帯総収入に占める妻の収

入の比率は、妻が非正規雇用の場合でも約 20%としている。 
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高橋（2021）は、労働政策研究・研修機構が行った WEB パネル調査「新型コロナウイル

ス感染拡大の仕事や生活への影響に関する調査」（以下、JILPT データ）の 2020 年 5 月と

8 月の調査に基づき、労働時間と収入について雇用形態間比較を行っている。パンデミッ

ク前の通常の週実労働時間に対する 5 月第 2 週の実労働時間の比を被説明変数とし、労働

者の属性を説明変数とした回帰分析を行った結果、業種や職種等を考慮しても、正規雇用

に比べ非正規雇用の労働時間の減少幅が 3.5%ポイント大きいことを示した。同様に、パン

デミック前の通常月と比べた場合の 5 月の月収についても、非正規の月収減少幅は、正規

よりも 5.6%ポイント大きいとした。また、正規雇用よりも非正規雇用、とくにパート・ア

ルバイトで、労働時間減に伴い月収減が大きくなる傾向があるとした。 

石井他（2021c）は、同じ JILPT データを使って、失職格差について分析した。ここでの

失職は、パンデミックに誘発された離職と特定されている。石井他（2021c）は、2020 年 5

月と 8 月の調査各々につき、失職有無を示すダミー変数を労働者属性に回帰し、各属性に

ついての失職確率を推定した。その結果は、 5 月にアルバイトが 3 %、派遣労働者が 7 %

程、正規雇用者に比べ失職確率が高く、8 月には派遣労働者のみ同程度高いままであった。

業種、職種が制御されているため、この効果は雇用形態の相違に基づいている。石井他

（2021c）ではまた、通常月から比較して直近月の収入が１割以上減少した場合のダミー変

数を労働者属性に回帰し、属性についての減収確率を推定した。5 月には派遣労働者で 10％

程、パートタイム雇用者とアルバイトで 12%程、正規雇用よりも減収確率が高いが、8 月

には正規雇用よりパートが 4 %程高いのみで、他の非正規雇用は正規雇用と変わらないか

むしろ低かった。黒川（2021）も同じデータによって、収入変化のあった階層を検討した。

2020 年の 4 月と 5 月の月収と通常の月収に比の平均を、労働者の属性に回帰した結果で

は、雇用形態の違いは影響を示さず、7 月については、通常月よりも月収が減少したか否

かの 2 値変数を被説明変数とするロジスティック回帰によって、非正規雇用はむしろ正規

雇用よりも月収が低下しにくいとの結果を得た。石井他（2021c）とは変数や定式化が異な

るため、直接的な比較はできないが、収入格差は雇用形態よりも業種や職種等他の属性の

影響が大きい点、第１回緊急事態発令時に比べ、その後のほうが非正規雇用の収入減が緩

和されたという点で共通している。 

このような正規と非正規に対する不均一なパンデミックショックによって、元来存在し

た雇用形態間格差は、2020 年にどの程度拡大したのか。照山（2022）は JPSED データによ

って、2015-2020 年までの正規と非正規雇用間の格差を、主に仕事をしていた者に限定して

比較した。正規雇用者数に対する非正規雇用者数（いずれも１年間継続就業）の比は、2015-

2019 年までは 38%程で安定していたが、2020 年に 3 %ポイント低下した。一方、年収と労

働時間については、正規と非正規雇用の平均値の比率は 2020 年も含めて安定していた。ま

た、失業と休業についての格差を見るために、前年 12 月に正規雇用であった者、非正規雇

用であった者、各々について 2020 年の月ごとに、失業状態にあった者の比率、および休業

状態にあった者の比率を追跡した。正規雇用については、休業比率は 4 月と 5 月のみやや
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上昇する程度で、ほぼ 1.5%で安定していた。対照的に、非正規雇用の休業比率は 5 月の

6 %をピークに急変動した。一方、失業比率については、正規雇用者は 2020 年も 0.5%程で

以前と変わらなかったが、非正規雇用は 6 月以降に 1.5-2 %で以前よりも高く推移してい

た。 

これまで見た研究結果から、雇用形態格差については、おおよそ次のようにまとめられ

よう。パンデミックによって、非正規雇用階層の就業機会が多く失われたが、それは中で

もパート・アルバイト層に偏向していた。ただし、その原因は、それらの非正規雇用が、

パンデミックの影響が集中した業種・職種で多いことに大きく拠っており、直接的原因は、

非正規という雇用形態よりも、特定の業種・職種に不均等に表れた就業機会の減少だと考

えられる。これらのパート・アルバイトには、世帯収入を補助するための就業者が多く、

離職や休職の機会費用が相対的に低いことも影響しているかもしれない。仕事を主として

いる雇用者に限定して 2020 年全体でみると、非正規雇用に大きく偏った雇用者数の減少

は確認されなかった。 

ただし、派遣労働については、その雇用形態自体が失職確率を高めている部分があり、

これは第１波後に雇止めによる失業が増加したことにも反映されている。今回、リーマン

ショック期に比べ、マクロ的にみた派遣労働者の雇用減が抑えられたことは、その絶対数

がパート・アルバイト雇用者に比べ少なく、かつ、パンデミックの影響が集中した業種・

職種にパート・アルバイト形態の雇用が多かったことが主な要因であろう。派遣労働者法

の改正が雇用安定化に一定の効果を持った可能性はあるが、個別に見ると、不況期の派遣

労働者の失職確率は他の雇用者よりも依然高い可能性がある。 

 前出の深井（2022）によると、最も就業率・従業率が低下した分位には、アルバイトの

30%強に次いで、自営業が 10-20%、他分位より多く含まれる。この自営業には「フリーラ

ンス」という雇用によらない働き方をする労働者が含まれる
12
。長松（2021）は、JILPT デ

ータによって、フリーランスの収入変化について調べた。フリーランスの減収経験者比率

は、正規、非正規のいずれの雇用者の減収経験者比率よりもかなり高く、2020 年 5 月には

通常月と比べ、フリーランスの 70%強が減収（正規雇用は 25%程、非正規雇用は 30%程）

となった。11 月でもフリーランスの 60%が減収である。減収の有無を被説明変数とするロ

ジスティック回帰によって、他の属性を考慮しても、フリーランス層の減収傾向が確認さ

れた。同じ調査によって、仲（2021）は、持続化給付金の自営業の事業継続への効果を分

析した。8 月および 12 月に就業形態が自営業であるか否かを被説明変数とし、8 月までに

制度を利用したか否かについてのダミー変数とその他属性へロジスティック回帰を行った

結果、効果は見出せないとしている。このようにフリーランス（ないし自営業）は、雇用

者に比して減収割合が大きく、給付金による事業継続も困難であったとされたが、玄田

（2021）は、同じ調査によって、2020 年 4 月にフリーランスであった者が、6 月、7 月に

                                                        
12 フリーランスは、自営業の内、「従業者を雇わず自分だけで、または自分と家族だけで個人経営の事業

を営んでいる者」や「雇人のない、店主以外の自営業主」等とされる（玄田 2021）。 
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継続していたか否かを被説明変数とするプロビット分析を行い、その他属性や要因を考慮

したうえでも、テレワークを実施していた場合に 10%ポイント継続確率が高まるとした。

また、4-7 月の売上維持拡大の有無を被説明変数とする同様の分析では、テレワーク実施

は、15-20%ポイント程売上の維持拡大確率を高めるとしている。そのうえで、玄田（2021）

は、雇用者とフリーランスの間でのテレワーク化・デジタル化格差を懸念している。 

 

2.5.2 業種間・職種間格差 

パンデミック初期から、その負の経済的影響が、感染リスク回避、人流抑制政策の影響

を受けやすい業種や職種に偏在して現れたことが指摘されている。業種としては、感染リ

スクが高いとされ、休業や時短の要請対象となった飲食業、また、外出や遠距離移動の自

粛と直接関係する旅行業、旅客輸送等の運輸業や宿泊業がある。 

こうした業種・職種間の就業へのショックの不均一性を確かめる方法として、影響の大

きな業種・職種の想定される労働の性質によって分類し比較するものがある。Kikuchi et al.

（2021b）は、業種を、対人的業務の多寡で「対人」業種（social sector）と「一般」業種（ordinary 

sector）を区分した。また、公共交通機関による通勤のための移動制限、職場における対人

接触の回避の目的から、在宅勤務等のテレワークが促進されたが、テレワークの実現は仕

事内容に大きく依存するため、それが困難な仕事の労働需要は縮小したと予想される。仕

事内容を規定する職種は、テレワーク可否の指標となる。Kikuchi et al.（2021b）は、テレ

ワークの容易さで「柔軟」職種（flexible occupation）と「非柔軟」職種（non-flexible occupation）

を区分した。これら区分の業種、職種の雇用者数の変動を、2020 年 1 月を基準に追うと、

対人業種かつ非柔軟職種の雇用者は、3 月に 5 %ポイント以上急減し、6 月まで回復しない

一方、他の業種、職種では、雇用者数は一定または増加傾向にあった。 

Kikuchi et al.（2021b）ではまた、対前年同月比で見た月収の推移を雇用形態と業種間で

比較している。フルタイム雇用層では、1 月は前年同月水準であった収入は、6 月にかけて

傾向的に低下し、低下速度は対人業種でより緩やかであった。6 月には、対前年同月比で、

対人業種で 2 %、一般業種で 4 ％の減少である。パートタイム雇用層では、一般業種の収

入は 1 月には前年同月よりも 4 %も高水準であったが、4-5 月にかけて急落して、6 月にほ

ぼ前年水準となった。一方、パートタイム雇用層の対人業種は、1 月にほぼ前年水準であ

ったが、一般業種よりも早い速度で 4-5 月には 4 %から 5 ％低下したことに対し、6 月には

前年を 1 %程度上回るまで回復している。 

雇用を維持した労働者の収入については、パートタイム雇用の対人業種で、4 月と 5 月

に大きく減少したことが特徴的であるが、これは同時期に休業調整が広がったことに呼応

する。6 月の回復は休業措置からの復帰による収入増を反映したものであろう。対人業種

の非柔軟職種で働く労働者については、菊池他（2020）が、2017 年の「就業構造基本調査」

（総務省）によって、パンデミック以前から年収が低いグループであり、労働者全体の約

20%であることを示している。さらに、非正規雇用の３分の１は対人・非柔軟層に属する
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が、正規雇用では 14％程度である。パンデミックは、従来から収入が低く雇用が不安定で

ある非正規雇用が多かった職種、業種階層に集中して打撃を与えたと言える。 

Fukai et al.（2021a）は、就業率の最も低下した分位に多い業種および職種について見て

いる。業種については、2-6 月までの各月共通に、飲食・宿泊業が他の分位よりも、就業率

について 30%ポイント弱多く、従業率については 2 月までは就業と同程度だが、4 月、5 月

に 30%ポイントを超えて多くなる。職種については、サービス職種が、2-6 月までの各月共

通に、他の分位よりも、就業率について 10％ポイント程度、従業率では 30%ポイントかそ

れ以上高い。 

就業や収入へのマイナスの影響が、特定の業種に偏って大きく及んだことは、第 2.5.1 節

でみたパネルデータを用いた諸研究でも示されている。パンデミック初期を中心に、飲食・

宿泊業で人員削減と休業や労働時間の短縮が進行し、多くの労働機会が失われた。その結

果として、雇用を維持できた労働者にも大幅な収入減が発生した。飲食・宿泊業以外で負

の影響が大きかった業種については、データや分析方法で異なるが、輸送業、学習・教育

支援業、サービス業等が指摘されているほか、一部製造業も含まれる場合がある。 

同様に、職種間でも、就業や収入への影響の偏りが多くの研究で指摘されている。これ

もデータや分析方法、職種の分類方法にも依存するが、サービス関連等の職種で負の影響

が大きいことが共通して指摘される。サービス関連職種全般に、対人業務の比重が高いこ

とが原因であろう。また、対人業務の多さは、テレワークの容易さと関連が深い。直接対

面が必要な業務はテレワークが不可能なためである。Kikuchi et al.（2021b）による柔軟職

種区分は、職業情報を利用したテレワーク可能性の程度で分類された職種によって、仕事

におけるテレワークの容易度を代理する方法である。一方、石井他（2021c）は、職種指標

に加え、パンデミック前の在宅勤務日割合によって在宅勤務の容易さの指標を構築してい

る。このように、アンケート調査等において、労働者に直接、実際の勤務先のテレワーク

制度の導入の有無や適用等を尋ねた結果を利用する方法も多くの研究で採られている。テ

レワークについては、第 4 節で詳しく扱う。 

Kotera and Schmittmann（2022）は、JPSED データを利用し、2018、2019 年と比較した 2020

年の年収変化、失業や休業の決定要因の線形回帰において、2020 年の係数の変化の有無とそ

の大きさを、機械学習によって推定した。その際に、年間継続就業者で転職しなかった者、

少なくとも 1 か月間失業または非労働力化した者、同じく休業した者、に区分した推計を

行った。その結果、転職しなかった就業者の年収変化については、パンデミックからの負

の影響が大きかった階層は、飲食・宿泊、生活関連サービス等の業種、運輸・通信、保安

職種等、就学して働く者等であった。業種・職種を考慮すると、先行研究で指摘されるこ

との多い、女性、若年、非正規、自営、低所得等の階層で負の影響が大きい傾向は確認で

きなかったとしている。転職者については、パンデミックの影響の小さい業種間の転職が

増加し、影響の小さい業種への転職で賃金上昇が高くなった。ただし、後者の傾向は、パ

ンデミック以前から見られていた。失業・非労働力化については、2 値の被説明変数によ
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るロジット分析を行い、製造と飲食・宿泊の業種等の要因が、パンデミック下の失業・非

労働力化を高めるが、やはり性別や雇用形態等による差は見られなかった。休業について

は、非正規雇用、飲食・宿泊業種、製造職種等の限定的な範囲で高まる傾向がみられた。

Kotera and Schmittmann（2022）は、パンデミック下の就業と収入の属性間格差の本質的な

説明要因は、パンデミックの負の影響が大きい業種であるとしている。次いでは、非正規

雇用者が偏った負の影響を受けており、それが、非正規雇用の多い女性、若年、低所得層

に影響したと考えている。 

業種や職種の影響を制御すると、非正規雇用という雇用形態に基づいて発生する格差の

効果は、縮小する、または、消失するとしている研究は多い（第 2.5.1 節参照）。すなわち、

雇用形態間格差は従来通り存在しているものの、パンデミック初期に発生したその多くは、

業種や職種に不均一に及んだパンデミックの負の影響を通して現れた部分が大きいといえ

よう。 

 

2.5.3 収入格差とレジリエンス格差 

 以上では、労働者の属性階層間で、労働機会やその結果である収入の格差を検討した。

すなわち、格差をもたらたす要因としての労働者属性に着目した
13
。一方、収入格差の変化

自体を直接的に把握するためには、収入階層間での収入変化や、収入分布の変化が計測さ

れる。 

浦川（2021）は、「家計調査」（総務省）の公表データを使って、年間収入 10 分位階級の

年収を、2019 年と 2020 年で比較した。総世帯について見ると、平均年収は 0.4%の減少で

あり、ほとんど変化がなかった。収入階級については、年収下位５分位で減収、上位５分

位で増収傾向であるが、増減幅は 1.6%以内で、全体として格差に拡大傾向はみられなかっ

た。ジニ係数は 2019 年が 0.346、2020 年が 0.351 であった。年収の内訳の情報がある世帯

主が勤労者の世帯について見ると、勤め先収入は上位３分位で 1-3 %程度増加、それ以外

の中位まで含むほとんどの階級で減少していた。特に下位の分位で 3-6 %程度の減少であ

り、ある程度の格差拡大の傾向がみられた。ただし、2020 年には、特別定額給付金政策に

よって、特別収入がすべての年収階級で大幅に増加したため、全体としての収入の格差拡

大を緩和していた。 

高見・山本（2022）は、JILPT データの 2021 年 6 月調査によって、個人の月収格差の推

移を調べた。それによると、パンデミック前の通常月のジニ係数は 0.285 であったが、2020

年の 4 月、5 月には 0.308、0.309 へ上昇、それ以降は 2021 年 5 月まで 0.294 から 0.300 の

幅で推移した。個人年収については、2019 年のジニ係数は 0.350、2020 年は 0.349 でほと

んど変化はなく、世帯年収でみても、2019 年に 0.285、2020 年に 0.290 で大きく変化しな

かった。ただし、高見・山本（2022）は、収入分布の変化を詳しく調べ、パンデミック期

                                                        
13 たとえば、周（2020）は、JILPT データによって、前年年収が 200 万円未満の低所得層の 79%が女性、

83%が非正規雇用者であることを示し、低収入階層は、女性と非正規という属性を併せ持つとしている。 
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に収入の中位から低位へ所得階級が移動する形で分布が広がる傾向を指摘した。これらは、

「家計調査」による浦川（2021）の世帯収入の結果とおおよそでみて整合的である。なお、

高見・山本（2022）は、個人の月収、年収変化を属性に回帰した分析も行っており、それ

によると、月収には女性、非正規雇用、飲食・宿泊業に偏った減収傾向が確認される。そ

の一方、年収については非正規よりも正規雇用で減収傾向が確認されている。 

山本（2022）は、JPSED データによって、2018-2020 年にわたり、年間勤労所得のパーセ

ントランクを比較した。その結果、所得格差に大きな変化はなく、むしろパンデミック前

にやや拡大した格差が、2020 年に縮小していたとしている。ただし、山本（2022）は、高

所得階層が有利となる形で、非金銭的格差が拡大しているとする。具体的には、所得ラン

クごとに、各年 12 月のテレワーク実施率を比較すると、高所得層ほど、2020 年のテレワ

ーク実施率は、従来と比べて大きく上昇する。また、仕事の柔軟性を勤務日、勤務時間、

勤務場所等の選択が可能な程度で指標化すると、非正規雇用やフリーランスを多く含むた

めもともと柔軟性の高かった低所得層で 2020 年に低下する一方、やはり柔軟性の高かっ

た高所得層では年を追って上昇する。パンデミック下では、テレワークの容易さ等で表さ

れることの多い仕事の柔軟性を、山本（2022）は、より広く、外部環境への適応性、すな

わち「レジリエンス」の高い働き方と捉えている。そのうえで、パンデミックによって高

所得層のレジリエンスがより高まる形で、レジリエンス格差が拡大した可能性を指摘して

いる。 

 

2.5.4 年齢階層格差 

 最後に、年功賃金や長期雇用慣行、育児・子育てとも関係する年齢階層格差について、

簡単に見ておきたい。Kikuchi et al.（2021b）は、非正規の 30 代の雇用者数がパンデミック

初期に急減したとし、Fukai et al.（2021a）は、15-25 歳の階層に、就業率、従業率の低下が

偏ることを示した。石井他（2021c）は、年齢階層独自の影響は、失職については小さいが、

減収傾向は 40 代以降で年齢階層が高いほど低いとした。周（2021a）は、20-24 歳の階層の

平均収入は余り下落していないが、月収が 3 割以上減少した者や休業、時間短縮等を経験

した者が多いとしている。 

年齢階層間格差については、若年層の雇用と賃金に負の影響が大きい傾向が見受けられ

るようである。一方で、雇用や収入変化に対し年齢階層独自の大きな差異を見出していな

い研究結果も存在し（例えば、高見・山本 2022、Kotera and Schmittmann 2022）、対象とす

る期間や他の階層要因とも複雑に関係することが推測される。労働機会の年齢階層格差は、

若年層の人的資本投資や女性や高齢者の労働力化とも関連する重要な課題である。今後、

パンデミック下の年齢格差の研究が進むことが期待される。 

 

2.6 就業と感染抑止のトレードオフ 

感染抑止のための政策策定にあたっては、その経済活動に与える負の影響の評価が必要
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となる。しかし、新規感染者数等の感染拡大に関する指標が高頻度で収集されることに対

し、労働市場に関するデータはそれが難しい。そのため、外出制限等の感染症対策と就業

や収入に関するトレードオフについてのリアルタイムでの評価は困難である。このような

状況下においては、数値シミュレーションによって、感染抑止政策と就業活動の間のトレ

ードオフを量的に予測・評価する試みが有用となる
14
。 

感染症の拡大・収束過程を予測するための代表的な疫学モデルである SIR モデルを、マ

クロ経済モデルに組み込んだシミュレーションモデルの開発は早い段階から行われ、日本

にも導入された
15
。経済主体の動学的最適化を備えたマクロモデルであれば、厚生評価も

可能となる。これまで見てきた失業や所得格差という問題を扱うためには、異質的な経済

主体からなるマクロモデルに疫学モデルを導入する必要がある。日本の経済制度や行動様

式も取り入れたモデルの開発の推進が期待される。 

感染症拡大過程を組み込んだ動学経済モデルを背景として、感染拡大と労働活動のトレ

ードオフを分析した研究に、Hoshi et al.（2021）がある。Hoshi et al.（2021）は、都道府県

別の公表データに基づいて、感染拡大と雇用喪失を示す方程式のパラメータを推定し、シ

ミュレーションによって人流抑制（感染抑止）政策の効果の量的評価を行った。 

雇用喪失方程式は、非自発的離職の変化率を被説明変数とし、人流指標、テレワーク指

標、およびその他制御のための変数を説明変数とする。一方、感染者増加率を被説明変数

とする方程式は、人流指標と過去の感染者数や増加率およびその他制御変数を説明変数と

する。これらに、人流指標を、抑制政策と過去の感染者数や増加率およびその他制御変数

で説明する方程式を追加し、様々な公表データソースから、県別のパネルデータを構築し

推計した
16
。 

主な結果は、次のようであった。まず、人流の減少は、非自発的離職を増加させるが、

テレワークの普及はこれを緩和する。一方、人流の減少と過去の感染者数増加は感染者増

加率を低下させ、人流抑制政策の強化と過去の感染者数増加は人流を減少させる。感染拡大と

雇用のトレードオフの量的評価に関しては、2020 年 6 月の東京をベンチマークにすると、

１か月間１人の雇用を維持しようとすれば、１か月間で 2.3 人の感染者を増加させること

になる。これが、１人の雇用を３か月間維持することになると、月当たり 6.6 人の感染者

が増加することになる。ただし、感染者数は指数的に増加するため、感染者数がいっそう多い

状況での雇用維持は、非常に多くの感染者数増加を招く。 

Hoshi et al.（2022）の目的は、Hoshi et al.（2021）と同様であるが、「労働力調査」のミク

                                                        
14 感染とのトレードオフを扱うものではないが、Kikuchi et al.（2021b）は、階層間に不均一なパンデミッ

クのショックが、時間を通じて階層ごとの経済厚生に与える影響について、動学マクロ経済モデルの数値

分析による量的評価を試みている。 
15 SIR モデル等の疫学モデルを取り入れたマクロ経済モデルについては、久保田（2021）やそこでの引用

文献を参照のこと。 
16 人流、すなわち一定期間に一定の場所の間を移動したり、一定の場所に滞留したりする人数は、これま

での経済学の実証分析では用いられることが少なかったデータであるが、パンデミックの経済分析では重

要な数量データとなった。Hoshi et al.（2021, 2022）が用いる Google によるデータ（コミュニティ・モビ

リティ・レポート）は、代表的なデータソースの１つである。 



新型コロナパンデミックと日本の家計行動―就業・消費・家庭 

- 21 - 

ロデータを用いることで、様々な労働者属性別に影響を比較することを可能としている。

推計式は、Hoshi et al.（2021）の雇用喪失方程式に対応するものであるが、労働の活動水準

を表す被説明変数は、休業状態、失業状態、労働時間となっており、前２者はダミー変数

として扱われる。一方、説明変数は、主要な変数として、Hoshi et al.（2021）と同じ県別の

人流指標とテレワーク指標、さらに、エッセンシャルジョブのダミーが加わっている。人

流の内生性に対処するため、都道府県別の緊急事態宣言や学校閉鎖等の期間から作成した

人流抑制政策の指標を操作変数とした。雇用形態、年齢、性別等の階層区分別に推定し、

各結果を比較している。結果は、人流の減少は、休業者を増加させるが、非正規雇用、女

性、31-45 歳階層でその影響が大きいことを示す。一方、人流減少が失業者を増加させる傾

向は（一部の高齢者を除くと）確認できないが、これは雇調金による休業措置が失業増を

抑制していたためではないかと推測している。また、労働時間は人流減によって減少する

が、雇人のない自営業主、子育てをする女性でその効果が特に大きい。休業、失業、労働

時間への人流減の影響は、サービス・販売職種で大きい。さらに、推計値と時間当たり賃

金に関する情報に基づいて、仮想的に抑制政策の厳しさを山梨県レベルから東京都レベル

に引き上げた場合をシミュレーションすると、平均して週当たり3,857円の減収となるが、

影響の大きい 31-45 歳のサービス・販売職種で働く人についてみると、週当たり 13,842 円

の減収となる。 

Hoshi et al.（2021）で示された経済活動を取り入れた政府の最適化モデルを前提とすれ

ば、そこでのトレードオフは、政府がその目的に照らして人流を制御できた場合に生じる

関係である。この場合、政策的に望ましい人流抑制の結果として、労働者が負担しなけれ

ばならない健康被害と経済的損失の関係を示したと解釈できる。ただし、推定されるのは、

一般的な関係を示す誘導形であるため、係数変化の可能性に留意しつつ、より広く、感染

拡大と労働活動のトレードオフを量的に予測するものとして活用することも可能であろう。 

 

３．消費への影響 

3.1 新型コロナパンデミックと日本の消費動向 

「家計調査」によると、勤労者二人以上世帯の実質消費は、2020 年 3-9 月のほとんどの

月において、対前年同月比 10％を超える大幅な減少である。2021 年は、２回目の緊急事態

宣が発出された 1-2 月に減少して後は回復基調にはあったが、以前の水準に復すまでには

至っていない17。一方、実質収入については、消費のような大きな減少がみられない。全般

にパンデミック以前からの緩やかな上昇傾向の基調にあり、むしろ、2020 年 5-7 月にかけ

て、特別定額給付金の効果により 10%以上急増した。 

                                                        
17 浦川（2020）の「家計調査」公表値による報告では、2020 年の総世帯の実質消費支出は、対前年比で

6.5%の減少である（二人以上世帯 5.3%、単身世帯 8.1%減）。年齢階層では、世帯主が 50 代の世帯で 6.6%

減と最も減少した。 
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パンデミックの消費への影響に関する研究では、オルタナティブデータまたは非伝統的

データといわれる高頻度で観測可能な大規模データを活かした研究が増加した。非伝統的

データは、民間の営業活動の過程や結果として電子情報として得られることが多いため、

対象事象の発生からデータ化までの時間が短い。そのため、迅速な分析が可能となるとい

う利点がある18。 

 

3.2 パンデミックと購買行動 

 パンデミックは就業と収入に関する不均一な影響をもたらしただけでなく、消費にも経

済主体間で相違した反応をもたらした。パンデミック特有の要因、とくに外出制限に関わ

る消費内容に変化が現れたことが、消費への不均一な影響の一因となっている。 

POS（販売時点情報管理）データ（「MEIT POS 小売販売指標」）によって、購買行動の変

化をとらえる試みが、小西（2020）である。パンデミック初期には、健康関連品、紙製品

等、政策アナウンスメントやマスメディア情報による買いだめ行動に見られるような短期

の大きな消費変動と、食品の増加、化粧品の減少等の行動変化に基づく長期間にわたる変

化があったことを指摘する。より詳細に、小西他（2020）、Konishi et al.（2021）では、「MEIT 

POS 小売販売指標」の原データ（インテージ社・GfK 社）の品目別 POS データを利用し、

具体的な品目の販売動向を分析している。それによると、マスク、手指消毒剤等の衛生用

品は、感染拡大の程度と関係なく購入が継続していた。これは、高いマスク着用率と積極

的な消毒によって、日本の感染拡大が抑えられていることを示すとしている。また、PC や

関連品、食品の販売増加、化粧品の販売減少は、テレワークや自発的感染予防行動が継続

していることを示すと解釈している。 

 渡辺・大森（2020）は、クレジットカード取引データ（「JBC 消費 NOW」、ナウキャスト

社）によって、2020 年 3 月の首都圏在住者の外食、旅行、娯楽等のサービス支出の年齢階

層別の支出変化を見ることで、対人接触を伴うサービス消費自粛の程度の推定を試みた。

他の要因を調整した後に得られる自粛効果は、30 代後半から 50 代前半で大きく、例えば、

外食自粛が最も大きかった 40 代前半では、外食に支出した人口割合を月当たりで 5.4-6 %

ポイント低下させたとしている。 

 

3.3  感染危惧と消費行動 

 感染拡大の情報は、外出頻度の減少を通じ消費を縮小させる。例えば、新規感染者数増

減や緊急事態宣言等をシグナルに、感染に対する危惧・警戒（fear）から人との接触を回避

しようとする行動が個人消費の減退を招く。 

さらに、この「警戒効果（fear effects）」が人々の間で不均一であり、特に年齢に依存す

ることを示した研究が Kikuchi et al.（2021a）である。そこでは、SCI（全国消費パネル調

                                                        
18 非伝統的データの解説は、渡辺・辻中（2022）を参照。渡辺・辻中（2022）には、非伝統的データを活

用した人流や消費に関する研究例も紹介されている。 
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査）-personal データ（インテージ社）を利用して、日々の新規感染者数と、家計の日常的

消費との関係が年齢階層別に分析されている。Kikuchi et al.（2021a）が示した事実による

と、 2020 年 2 月に日常的家計支出は前年平均よりも 5 ％以上急増し、高い水準は 2020 年

中継続する。この傾向は小西他（2020）等により食品 POS データでも確認されているが、

さらに Kikuchi et al.（2021a）は、年齢階層による消費水準の差が拡大したことを見出した。

2020 年 4 月以降、50 代以下の世代の消費支出はさらに増加したが、逆に 60 代以上では 4

月と比べ減少している。このような年代に関する対照的な消費変化が生じた原因について、

SCI 調査対象者に実施されたアンケート調査から、コロナショックに直接起因する影響（失

業、学校閉鎖、外食機会増減等）を特定し、それ以外に年齢に起因する支出相違があるか

を Dynamic DID 分析で調べた。 

その結果、若年層に比べて 60 代以上で、食品・飲料の消費が、より新規感染者数と連動

して減少することが分かった。一方、食品・飲料以外の日常的支出はどの世代も大きな相

違はなかった。また、小売店への訪問回数も新規感染者数に連動して減少する傾向を示し

た。2020 年の家計の日常的支出は、60 代以上では新規感染者数が増加すると、60 代未満

と比べて 5 ％ポイント低く、食品・飲料では 10%ポイント以上低い。この効果は、年齢以

外の属性の違いやパンデミックからの直接的影響を除いたものである。若年層は外出機会

の減少により在宅での飲食費が増加したことに対し、高齢層では外出機会の減少が買い物

機会の減少にまでつながる点で異なっている。これは、重症化リスクの高い高齢層で、感

染への危惧がより強いことを示す結果である。 

 

3.4 現金給付政策と消費 

2020 年に実施された「特別定額給付金」政策は、所得補助に加えて消費需要喚起とい

う目的があったと考えられる。一方、消費の平準化の観点からは、一時的所得増の多くは

貯蓄に回るため、消費刺激効果は限定的となる。Kubota et al.（2021）は、定額給付金によ

り個人の消費が増加したこと、とくに流動性制約が強いと考えられる個人で消費増が大き

かったことを示した。Kubota et al.（2021）が利用したデータは、2019 年 1 月から 2020 年

8 月にかけての、みずほ銀行の日単位の口座入出、残高等の情報、および預金者の諸情報

である。口座入金情報からは定額給付の入金を類推できる。定額給付金政策は、日本のす

べての居住者に、無条件で一律定額を給付する政策であり、さらに、その給付時点は、自

治体の対応速度の相違という、個人に外的なランダム要因であったとみなされる。この性

質を利用し、週単位のパネルデータを構築し、給付金に対する限界消費性向を推定した。

被説明変数は消費の代理変数として、世帯人員当たり現金引出または口座出金の金額の前

年同週差である。これを、定額給付金の支払いがあった週から何週後または何週前かを示

すダミー変数に回帰する。それらの係数は限界消費性向の時間的変化を示す。全世帯につ

いての推定結果では、10 万円の給付と同時に 19,000 円の出金（内、15,000 円は現金引出）

があったとされた。その後６週間の合計の限界消費性向は出金でみて 49%（現金引出で 31%）
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となる。これらの値はかなり大きいと言えよう。その要因を探るため、Kubota et al.（2021）

は、世帯人数、所得減少の程度、流動性制約の程度によって世帯を区分し、各々の限界消

費性向を比較した。その結果、流動性制約、とくに流動性の高い資産（現金）残高が少な

いことが、たとえ総資産が多くとも、限界消費性向を高めるという傾向（wealthy hand to 

mouth）があることを見出した。 

Kaneda et al.（2021）は、Kubota et al.（2021）と同様な限界消費性向の推定を、家計簿ア

プリ（マネーフォワード ME、マネーフォワード社）のデータによって行なった。定額給

付金の受け取り時点は、銀行口座入金名や金額、期間から類推できる。限界消費性向は、

家計簿アプリに記録された支出と ATM からの引出しの合計を消費支出のベンチマークと

し、アプリに記録された支出を下限、ベンチマークと ATM 以外の出金の合計を上限とし

た。標本全体での６か月間の限界消費性向は、ベンチマークで 16％（上限 27%、下限 6 %）

であった。個人間の異質性に着目すると、所得４分位の最低所得分位で他の分位よりも高

く、流動性制約がある場合に明確に消費性向が高くなる。消費の内容別に見ると、日常的

な支出よりも、普段と異なる支出についての消費性向が高くなっている。第 3.3節のKikuchi 

et al.（2021a）が日常的な家計消費が 2020 年に増加したことを示した一方、「家計調査」等

は全体としての家計消費は下落したことを報告している。この乖離の背後には日常的と非

日常的な家計消費支出の動向の相違があると考えられるが、Kaneda et al.（2021）が示した

内容別の限界消費性向の相違はそれを示唆する結果である。 

宇南山他（2021）（および Hattori et al. 2021）も、定額給付金の受給タイミングの違いを

利用して限界消費性向の計測を行っているが、非伝統的データではなく、「家計調査」の 53

都市の月次公表データを利用している。用いられる情報は、カテゴリーで区分された消費

と定額給付金を含む「特別収入」、その他世帯属性（２人以上世帯）である。これは、世帯

ごとの給付金受け取りのタイミングの差は、ほぼ市町村ごとの申請事務の差を反映してい

るため、市町村単位のデータで正確性の高い分析が可能との判断による。宇南山他（2021）

は、「家計調査」の「特別収入」に定額給付金以外の収入が含まれることや、受け取り時点

は申請を通じて家計が決めることから発生する内生性の問題に、実際の給付の仕組みを利

用した操作変数によって対処する。その結果、定額給付金の（受け取った時点での）限界

消費性向は概ね 10%と結論している。宇南山他（2021）は、この数値と Kaneda et al.（2021）

や過去の定額給付金の限界消費性向を計測した研究と比較し、日本では、一時的な現金給

付の 10-20%が安定的に消費に回ると考えている。さらに、この限界消費性向の大きさが、

先行研究の示す日本の流動性制約下にある世帯割合に近いことから、定額給付金の消費喚

起効果は、主に流動性制約によって発生するとしている。さらに、増加した消費の大部分

を店舗購入型消費が占める一方、対面サービス消費は増加しなかったことを示し、家計の

感染抑止行動によるものと推測している。 

これらの研究の結果は、流動性制約が厳しい世帯に集中した給付政策が、一律給付政策

よりも、所得補助のみでなく消費喚起の面からも有効であるという含意を持つ。このよう
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な世帯には若年層が多いため、若年層への給付金が有効となると Braun and Ikeda（2020）

が主張している。実際に、福田（2022）は「家計調査」公表データで、年齢階層別の 2020

年の月次消費支出（２人以上勤労世帯）を 2018 年の同月と比較すると、6 月以降、大半の

年齢層の消費が 2018 年を下回る中、11 月までのほとんどの月で 29 歳以下の消費が 30%以

上増加していることを示している。 

 

3.5 人流量推定と感染抑制政策 

パンデミック政策の最終目標は、健康・生命被害と経済損害を、トレードオフを考慮

しながら小さくすることであるが、政策手段が直接働きかけ制御しようとする目標は人

流量であると考えられる。人流を完全に操作することは、法的拘束力を持ったロックダ

ウンができない日本のような国では特に困難であるが、感染拡大と人流量の相互関係の

把握は政策決定の必須情報である。そこで、人流情報を把握し集計する方法が課題とな

る。人流情報としては、スマートフォンの位置情報に基づき、特定の地理的区域と時間

の人口数の情報が、通信会社等によって公開されている。Mizuno et al.（2021）は、NTT

ドコモの基地局情報に基づいた「モバイル空間統計」を利用して、人流量と逆の関係に

ある在宅指標（stay-at-home measure）を、性、年齢、地域別に作成した。細分化された地

理的面積について、昼夜の人口差から居住地域を識別し、日単位で、居住地域の日中の

人口数のパンデミック以前（2020 年 1 月）の平均的水準からの乖離の比率によって指標

化される。 

Watanabe and Yabu（2021）は、Mizuno et al.（2021）の在宅指標を利用し、人々の外出が

変動する要因を、一斉学校閉鎖や緊急事態宣言という政策的に誘発される効果（介入効果）

と、新規感染者数や死亡者数等の感染深刻度に関わる情報に基づき行動が変わる効果（情

報効果）へ分解を試みた。その結果、第１回目緊急事態宣言時から、情報効果が介入効果

を上回っており、さらに情報効果は時間の経過とともに減衰していたことが示された。相

対的にみると高齢層で情報効果が大きく、若年層で介入効果が大きい。後者は、学校閉鎖

や飲食店の営業時間短縮等の外出行動に影響を与える効果であるため、外出誘因からの影

響が強いと考えられる若年層で影響が大きいと考えられる。一方、高齢者は感染による重

症化や死亡のリスクが高いため、パンデミック状況を自身で判断して行動に反映される程

度が高いと考えられる。Watanabe and Yabu（2021）は、この現象を前出の「警戒効果」と

関連付けて解釈している。 

 

４．家庭・家族への影響 

4.1 誰がテレワークを行ったのか？ 

 パンデミックによる働き方の変化や育児負担の増大は、家庭生活や人々の心理に変化を

もたらした。第 4 節では、パンデミックが家庭・家族に及ぼした影響についての研究を、
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テレワーク、育児・家事、ウェルビーイングとの関連に注目して整理する。 

 新型コロナパンデミック下ではテレワークの利用が急拡大した。内閣府がインターネッ

ト調査として実施した「新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変

化に関する調査」（以下、内閣府調査）によれば、パンデミック前の 2019 年 12 月に 10.3%

だったテレワーク実施率が、2020 年 5 月には 27.7%に急上昇し、2020 年 12 月には 21.5%

に低下したものの、その後、2021 年 4-5 月には 30.8%、2021 年 9-10 月には 32.2%と、パン

デミックの影響の長期化に伴い高い水準を維持している。 

 パンデミック下でどのようなタイプの労働者がテレワークを行なったのだろうか。テレ

ワークについては様々な角度から研究がなされているが
19
、ここでは労働者個人や家庭の

属性等がテレワークの利用とどう関連しているのかに注目したい。 

 パンデミック直前のデータを用いて平時の在宅勤務の決定要因を検討しているのが、

Kawaguchi and Motegi（2021）である。2020 年 1 月の JPSED データを主に用いて、タスク

や人事管理に関する変数や個人属性の影響を分析している。企業規模、業種・職種等も考

慮したプロビット分析の結果を個人属性に注目して見ると、女性の方がテレワークの実施

確率が若干低い一方で、子どもの存在や大卒であることがテレワークの実施確率を高める

ことが示されている。年齢の効果は 42 歳を底とするＵ字型である。 

 パンデミック初期の在宅勤務の実施状況を分析している研究には、2020 年 4-5 月の状

況を扱った石井他（2021a）や同年 6 月下旬の状況を扱った森川（2020a）がある。石井他

（2021a）では、在宅勤務可能性、通常月の在宅勤務日数、雇用形態、企業規模等を考慮

した上で、大卒や高収入等の要因が在宅勤務実施確率を高めること、森川（2020a）では、

雇用形態、業種、企業規模等を考慮した上で、高学歴、高賃金、長時間通勤といった要因

が在宅勤務実施確率を高めることが確認されている。これらの研究では男女格差はみら

れない。 

 Okubo（2021）は、大久保敏弘・NIRA 総合研究開発機構が 2020 年 3 月、6 月、12 月、

2021 年 4 月に実施した調査を用いて、個人属性等の要因とテレワークの利用がどのような

関係にあるのか、パネルデータ分析を行っている。業種、雇用形態、企業規模、居住地、

勤務地、時点の固定効果等を考慮した推定により、勤務先感染者数の増加、女性、若年、

高学歴、高所得、持ち家所有、長時間通勤、公共交通機関の利用といった要因がテレワー

クの利用を促進することを指摘している。概ね在宅勤務から利益を得やすい労働者が在宅

勤務に従事していたものと考えられる。また、感染リスクの変化に反応して在宅勤務の選

択が行われていたことが推測できる。年齢や性別については他の研究と異なる点があるも

のの、高学歴、高所得がテレワーク確率を高める点は他の研究と同様である。 

 石井他（2021b）は、「日本家計パネル調査（JHPS, 2020 年 2 月実施）」と２回の JHPS コ

                                                        
19 職業特性に注目した荻島他（2021）、ICT・人事管理制度・テレワーク環境に注目した大竹・加藤（2021）、

労働者代表の存在に注目した玄田（2022）、企業活動からみたテレワークを扱った神林（2021）、JPSED デ

ータを用いてテレワークの定着を検討した萩原（2022）、「働く人の意識調査」（日本生産性本部）を用い

て在宅勤務状況をまとめた滝澤（2021）等、数多くの研究が行われている。 
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ロナ特別調査（2020 年 5 月・10 月実施）のパネルデータを用いた研究である。労働者の在

宅勤務のパターンを、在宅勤務を行わなかったグループ、2020 年 4 月に在宅勤務を行い 9

月までに職場勤務に戻ったグループ、4 月から 9 月まで在宅勤務を継続していたグループ

の３つに区分し、このグループ間の選択について分析している。在宅勤務可能性、企業規

模、雇用形態等を考慮した個人属性の影響の分析結果を見てみると、性別、年齢、婚姻状

態、子どもの有無、要介護者の有無については明確な違いは確認できないが、大卒以上で

ある場合に在宅勤務実施や定着の確率が高まる。 

 内閣府調査の第１回（2020 年 5-6 月）から第４回（2021 年 9-10 月）までのデータを用

いてテレワークをどのような労働者が利用する傾向にあるのか分析しているのが臼井他

（2022）である。18 歳未満の子どもが世帯にいる 20～59 歳の有配偶者が分析対象である。

サンプルを性別で区分した上で、テレワークの利用の有無が、業種や職種、雇用形態等の

違いにどのように影響されるか分析している。学歴や世帯所得が高いと、男女ともにテレ

ワーク実施の確率が高まることが指摘されている。小学生の子どものいる男性はそうでな

い男性よりテレワークを実施する傾向が高い。 

 学校閉鎖中の子どもの存在に注目した研究に Yamamura and Tsutsui（2021b）がある。全

国一斉休校中の 2020 年 3 月から 4 月にかけて３回実施したアンケート調査から作成した

短期パネルデータを用いて、子どもの存在が、親の在宅勤務傾向にどのような影響を及ぼ

すか検討している。50 歳以下のフルタイム労働者を分析対象として、親の教育年数や年齢

を考慮した上で小学生や中学生の存在が親の在宅勤務傾向に与える影響を推定している。

結果によれば、小学生の存在により、女性では在宅勤務する可能性が高まり、男性では在

宅勤務の可能性が低下する。中学生の存在は男女ともに影響はない。パンデミック中の在

宅勤務には母と父で利用傾向に違いがあることが示されている。 

 ここまで見てきた結果によれば、高学歴や高収入等、比較的恵まれた条件を持つ労働者

がテレワークを実施する傾向が強く、働き方における格差拡大が懸念される。また、パン

デミックの長期化に伴いテレワークや在宅勤務を取り巻く環境が変化していることにも注

意が必要である。 

 

4.2 テレワークが家庭生活に及ぼした影響 

テレワークや在宅勤務による働き方の変化は、家庭生活や人々の心理面に影響を及ぼし

た。ここではまず家庭生活への影響を確認する。 

 Inoue et al.（2021）は、第２回内閣府調査（2020 年 12 月）を主に利用して、在宅勤務が

男性労働者の家庭にどのような影響を与えたのかを分析している。週当たりの在宅勤務日

数が家族との関わりに与える因果的効果を明らかにするために、調査の１年前に当たる2019

年 12 月についての回答を利用して階差をとり、さらに内生性を考慮して 2019 年 12 月の在宅

勤務実現可能性を操作変数とした推定を行っている。推定結果では、週１日の在宅勤務の

増加は、家事時間を 6.2%、家族と過ごす時間を 5.6%増加させる効果をもち、在宅勤務に
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男性の家庭へのコミットメントを高める効果があることが示される。また、在宅勤務の増

加は、通勤時間を大きく減少させる一方で、労働時間や生産性を有意に変化させない。在

宅勤務の生産性に関しては様々な議論があるが
20
、この結果によれば、男性の在宅勤務は

仕事を犠牲にせずに家庭への関与を高め、家庭内労働の男女格差を縮小させる手段となる。 

 Sugano（2021）は、第１回内閣府調査を用いて、在宅勤務が子どものいる男性の家事・

育児負担に与える影響を分析している。父親自身の労働時間、配偶者の働き方や労働時間

等を考慮した上で、在宅勤務は父親の家事・育児の負担を増加させるという結果である。 

第１回から第４回までの内閣府調査を利用した臼井他（2022）は、コロナ禍による働き

方の変化が家事・育児の負担・時間や家族と過ごす時間に与えた影響を分析している。家

庭生活に関する状況の変化を表す変数を被説明変数とし、本人のテレワーク実施ダミー、

配偶者のテレワーク実施ダミー、調査時点ダミー、その他回答者の属性を示す変数を説明

変数としたモデルを推定している。子どもをもつ男性の場合、テレワークを実施した人は、

そうでない人に比べて、家事・育児の負担感や時間がパンデミック前と比較して増加した

ことが示されている。子どもをもつ女性の場合、テレワークを実施すると、家事・育児の

負担感は増加するものの、実際の家事・育児の時間には有意な変化はみられない。 

 石井他（2021b）は、在宅勤務の実施が生活時間に与える影響を正規雇用者と非正規雇用

者で分けて推計している。在宅勤務実施の影響を推計するにあたっては、パンデミック前

と比較した 4 月と 9 月におけるアウトカム変数の変化を在宅勤務状況（在宅勤務未実施、

2020 年 4 月のみ在宅勤務実施、9 月まで継続して在宅勤務実施の３分類）や陽性者割合の

変化に回帰している。継続して在宅勤務を行った正規雇用者の家事時間が増加しているこ

とが確認できる。育児時間については、4 月のみ在宅勤務を行った正規雇用者の育児時間

が増加しており、これについてはこの時期の休校・休園の影響であった可能性が指摘され

ている。 

JILPT データを使用して、有配偶の男女を対象に在宅勤務経験と家事・育児時間の増加

の有無の関係を分析したのが、高見・山本（2021）である。労働時間の変化等を考慮して

も、2020 年 12 月時点で在宅勤務を継続していた者は、在宅勤務経験のない者に比べて、

家事・育児時間を増加させている。18 歳未満の子どものいる家庭でも家事・育児時間が増

加している。こうした結果は男性のみのサンプルでも同様である。 

次にテレワークが心理面に与えた影響をみよう。Sugano（2021）は、自身と配偶者の在

宅勤務の有無、労働時間の変化、家庭での役割の変化のような要因が、パンデミック前か

らのウェルビーイングの変化に影響したかを分析している。子どもの有無と性別でサンプ

ルを区分して推定した結果、子どものいない場合や小学生以下の子どもがいる場合に、男

女ともに在宅勤務はウェルビーイングによい影響があった。18 歳以下の子どもがいる場合

                                                        
20 森川（2020a,b）や Kitagawa et al.（2021）等は、在宅勤務の生産性への負の効果を指摘している。また、

在宅効果の生産性への効果が不均一であることも指摘されている。例えば、臼井他（2022）は性別や雇用

形態による違いを、石井他（2021b）は在宅勤務の定着程度による違いを報告している。 



新型コロナパンデミックと日本の家計行動―就業・消費・家庭 

- 29 - 

には、在宅勤務がウェルビーイングに有意な正の効果をもつのは男性のみである。 

テレワークの影響が男女で異なることは臼井他（2022）も指摘している。18 歳未満の子

どもをもつ有配偶男性においては、テレワークにより生活満足度が上昇するが、18 歳未満

の子どもをもつ有配偶女性においては、テレワークは生活満足度に影響しない。 

高見・山本（2021）は、被説明変数を 2020 年 12 月時点の生活満足度とした順序ロジス

ティック回帰分析を行っている。個人属性やコロナ前の生活満足度を統制しても、在宅勤

務が生活満足度に正の効果を持っていることが確認されている。ただし、労働時間が長く

なるとこの効果は消えてしまう。 

石井他（2021b）は、在宅勤務の定着状況がウェルビーイングや生活習慣に与える影響を

分析している。パンデミックに際し在宅勤務を定着させた非正規労働者において、メンタ

ルヘルスが改善している。非正規労働者に女性が多いことから、在宅勤務によるワーク・

ライフ・バランス改善の効果と解釈されている。生活習慣への影響を見てみると、在宅勤

務が定着したグループにおいては、正規雇用者、非正規雇用者はともに 4 月の睡眠時間が

増加し、非正規雇用者は 9 月も増加している。 

テレワークが労働者の心理面に良い効果をもつことは、他の研究も指摘している。例え

ば、Kitagawa et al.（2021）は、日本の製造業４社で実施したアンケート調査を用いて、在

宅勤務者のメンタルヘルスが良好であることを明らかにしている。こうした研究は、テレ

ワークや在宅勤務には、男性の家事・育児参加の促進やウェルビーイングの向上等を通じ

て人々のワーク・ライフ・バランスを改善する効果がある可能性を示している。 

 

4.3 家事・育児負担 

 内閣府調査では、感染症拡大前（2019 年 12 月）と比較して、家事・育児に費やす時間

がどのように変化したのか尋ねている。18 歳未満の子を持つ親のうち、家事・育児時間が

6%以上増加したと回答した男性の割合は、26.6%（2020 年 5-6 月）、24.0%（2020 年 12 月）、

36.2%（2021 年 4-5 月）、38.0%（2021 年 9-10 月）と推移している。女性では、33.8%（2020

年 5-6 月）、22.1%（2020 年 12 月）、43.3%（2021 年 4-5 月）、43.9%（2021 年 9-10 月）であ

る。少なくない親がパンデミック期間に家事・育児時間の増加を経験していることがわか

る
21
。こうした家事・育児負担の増加は、家庭のワーク・ライフ・バランスに大きな変化を

もたらしたことが予想される。ここでは家事・育児負担が親の就業状態に及ぼした影響を

確認したい。 

Fukai et al.（2021b）は、2015 年 1 月から 2020 年 12 月までの「労働力調査」の個票デー

タを利用して、パンデミックが子どものいる有配偶女性の労働状態に与えた影響を分析し、

さらにその影響が子どもの有無によりどのように異なるのか検討している。 

                                                        
21 実際の家事・育児時間については、大谷（2022）が、2019 年 12 月、2020 年 4-5 月、2020 年 12 月の

JPSEDデータを使って、子どもを持つ共働きの男女を対象に集計し報告している。働いていた日の１日当

たりの家事・育児時間は 2020 年 4-5 月の緊急事態宣言下において男女ともに増加している。 
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パンデミックの影響を測定するにあたっては、2015 年から 2019 年までのデータを使っ

て労働者の属性に基づいて就業率等を予測するモデルを作成し、そのモデルから計算した

2020 年 1 月から 12 月までの予測値と実際の値の差をパンデミックの効果として計算して

いる。15 歳以下の子どもがいる有配偶女性を対象とした分析によれば、就業率へのパンデ

ミックの効果は、2020 年 3 月に－1.3%ポイント、4 月にさらに大きく－4.4%ポイントとな

っている。こうした就業率への負の効果は 2020 年 12 月においても持続している。就業率

以外の労働状態への影響を見てみると、非労働力率への正の影響は 2020 年 12 月まで持続

している一方で、一時休業への正の効果は 4 月をピークにその後は解消されており、また、

失業への効果は期間を通じてほぼ存在しない。これらの結果から、パンデミックの就業率

に対する持続的な負の効果は、主に労働市場からの退出によって生じているものと考えら

れる。母親が労働市場から退出した理由として、パンデミック下の労働需要の弱さから求

職意欲を喪失していること、パンデミックのストレスを受ける子どものケアの重要性が高

まっていること、学校や幼稚園・保育園の閉鎖に備えなければならないことがあげられて

いる。 

続いて Fukai et al.（2021b）は、育児負担増加の効果を明確にするために、12 歳以下の子

どもの有無により有配偶女性へのパンデミックの影響が異なるのか検証している。個人属

性や職種・業種の影響を取り除いて推定した結果によれば、子どもの有無によりパンデミ

ックの就業率への影響は 4 月時点で－3.3%ポイント異なっており、子どものいる有配偶女

性の就業が子どものいない有配偶女性と比べて大きな負の影響を受けたことがわかる。一

方、子どものいる有配偶男性の就業率はパンデミックの影響を受けていない。育児負担を

通じたパンデミックの影響が母親に集中した結果、近年縮小傾向にあった男女の就業格差

の解消が停滞していることが指摘されている。 

パンデミックによる育児負担の変化は、就業以外にも様々な影響をもたらした
22
。Takaku 

and Yokoyama（2021）は、2020 年 3 月に行われた一斉休校の際、保育園が除外されたとい

う自然実験を利用して、学校閉鎖が家族の厚生に関わる要因に与えた因果的効果を推定し

ている。4 歳から 10 歳の子どもがいる有配偶女性を対象としたアンケート調査を用いた分

析の結果、学校閉鎖により、子どもの体重が大きく増加すること、母親が教育方針や子ど

もとの関係について悩むことが増えたことが示された。一方、DV や結婚生活の質の変化

については有意な効果は確認されていない
23
。 

 パンデミックによって家庭の負担が増加したのは育児だけではない。Sugawara and 

Nakamura（2021）は、2020 年 2 月から 5 月までの介護負担について分析している。地域単

位の月次パネルデータ分析により、パンデミックにより通所介護利用を控える人が多かっ

たものの、訪問介護が通所介護の代替として働かなかったことが指摘されている。また、

                                                        
22 家事・育児とテレワークの関係については第 4.2 節で検討した。家事・育児負担が人々の心理面に与え

た影響については、第 4.4 節で扱う。 
23コロナ下の女性への影響と課題に関する研究会（2021）は、パンデミック下で DV 相談窓口への相談件

数が前年より増加していることを指摘している。 



新型コロナパンデミックと日本の家計行動―就業・消費・家庭 

- 31 - 

女性の労働時間が地域の感染状況と負の関係にあることも示されている。こうした分析結

果から、パンデミック中に家庭内介護が増加し、それが労働時間の減った女性によって担

われたのではないかと推測されている。 

パンデミック対策は家族形成にも負の影響があったようである。Naito and Ogawa（2021）

は、新型コロナ第１波期の都道府県単位のパネルデータを使って、政府のコロナ対策が妊

娠数に与えた効果を検証し、自粛要請により妊娠数が 5-8 %減少したこと、特定警戒都道

府県においては他都道府県より 2-3 %減少したことを明らかにしている。 

 

4.4 ウェルビーイング・メンタルヘルス 

 パンデミックやその対策は、人々に心理的負荷をもたらした。内閣府調査によれば、10

点満点で尋ねた生活満足度は、感染症拡大前 5.96 点、2020 年 5-6 月 4.48 点、2020 年 12 月

5.7 点、2021 年 4-5 月 5.2 点、2021 年 9-10 月 5.8 点となっており、第１波中に大きな落ち

込みが観察される。テレワークが人々の心理面に及ぼす影響についてはすでに第 4.2 節で

検討したが、本節では、パンデミックがウェルビーイングやメンタルヘルスに与えた影響

を、特に個人属性による異質性に注目して検討する。 

 Yamamura and Tsutsui（2020a）は、2020 年の 3 月から 4 月までの短期パネルデータを用

いて、パンデミック中の学校閉鎖が親のメンタルヘルスに与える影響を分析している。固

定効果モデルを使って、小学生を持つ母親はそうでない女性よりもメンタルヘルスが悪化

するが、父親は他の男性と変わらないことが示されている。また、女性への負の効果は低

学歴層のみで観察される。こうした結果から、学校閉鎖により性別間、学歴間メンタルヘ

ルス格差が拡大したと結論付けている。 

 Sugano（2021）も、ウェルビーイングへの影響の男女の異質性を扱っている。就業状態

や個人属性等を統制した上で、性別がパンデミック前からのウェルビーイングの変化に影

響があったかを、第１回と第２回の内閣府調査を用いて分析している。2020 年 5 月のサン

プルでは男性と比較して女性のウェルビーイングが大きく低下しているのに対し、2020 年

12 月のサンプルでは、全体的に状態が改善し、男女の違いが小さくなっている。 

 打越他（2021）は、パンデミックの主観的ウェルビーイングへの影響に男女差が生じる

理由を検討している。JILPT データの分析から、女性のほうが将来への不安や心配を抱え

やすく、パンデミック前に社会的つながりが高い傾向にあり、そうした人のウェルビーイ

ングがパンデミックによって低下しやすかったことを指摘し、心理的な要因を強調してい

る。 

年齢による異質性に注目した研究が、Khan and Kadoya（2021）である。2020 年 2 月と

2021 年 2 月に行った調査から、この期間に高齢層も若年層も孤独感が上昇しており、その

上昇幅は高齢層で大きいことを確認している。さらに、ロジット回帰分析から、高齢層で

は高い世帯収入と経済的満足度が、若年層では女性、有配偶、一人暮らし、鬱でないこと

が、パンデミック期に孤独を感じるようになる要因となることが示された。 
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パンデミックによるウェルビーイングやメンタルヘルスの悪化は、自殺リスクを高める

可能性がある。Tanaka and Okamoto（2021）は、2016 年 11 月から 2020 年 10 月までの市区

町村単位の月次データを用いて、パンデミックが自殺に与えた影響を推定している。2020

年 2 月-6 月のパンデミック第１波において自殺死亡率は 14%低下したのに対し、2020 年 7

月-10 月の第２波において自殺死亡率は 16%上昇している。上昇幅は特に女性と子ども・

青少年で大きい。 

 

５．男女格差 

 パンデミックは世界各国において男性よりも女性に大きな影響を与え、Shecession（女性

不況）と呼ばれるなど、通常の経済危機とは異なる点が注目を集めた。日本においても女

性への影響の深刻さを指摘する声がある
24
。こうした背景を踏まえ、パンデミックの影響

を男女格差という観点から簡単に振り返りたい
25
。 

 就業への影響を見てみると、特にパンデミック初期において男女格差が観察された。

Kikuchi et al.（2021b）は、「労働力調査」公表データに基づいて、性別の雇用者数の推移を

比較している。2020 年 1 月を基準に、男性の雇用は 3 月から持続的に減少し、6 月には 2 %

弱の減となっているのに対し、女性は 3 月までは増加傾向にあったが、4 月に急減し 6 月

まで回復しない。6 月には男性とほぼ同じ 2 %強の減となるが、この間に男性よりも大き

く増減している。「労働力調査」のミクロデータによる Fukai et al.（2021a）でも、就業確率

の最低下分位では他分位よりもやや女性が多いことが指摘されている。市村他（2021）は、

失業者の就業確率が女性で特に低下しており、新たな仕事をみつけにくい状況が続いてい

るとしている。このような研究は、日本においても男性よりも女性の雇用への影響が大き

かったことを示している。 

Alon et al.（2021）は、欧米諸国で Shecession が生じた要因として、労働者の業種・職種

の構成が男女で異なること、学校・育児施設閉鎖により育児負担が増加したこと、の２点

をあげている。日本でも同様のことが確認されている。業種・職種については、Kikuchi et 

al.（2021b）が、「就業構造基本調査」によって、パンデミック前の 2017 年には、女性雇用

のうち対面業種が占める割合が男性に比べて顕著に高いこと、また、大きく雇用が減少し

た対面業種・非フレキシブル職種の比率も女性雇用でやや高いことを示している。育児負

担の影響については、Fukai et al.（2021b）が、パンデミックは有配偶女性の雇用に大きな

影響を与え、その影響が子どもの有無により大きく異なっていたのに対し、子どものいる

有配偶男性の雇用には影響がほとんどなかったことを明らかにしている。これら２つの要

因に加え、周（2021b）が指摘するように、日本では雇用調整の対象になりやすい非正規雇

用に女性が多いことも重要な要因としてあげられる。 

                                                        
24 コロナ下の女性への影響と課題に関する研究会（2021）が主な論点をまとめている。 
25 パンデミックが心理面に与えた影響の男女格差については第 4.4 節参照。 
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 パンデミックの影響の男女格差が、業種・職種、雇用形態、育児負担の格差によって発

生しているのであれば、本質的な問題は女性の就業機会が特定の分野や形態に限定される

ことや家庭内での役割が偏っていることである。後者の解消に向けては、パンデミックに

よる働き方の変化がヒントを与えている。Inoue et al.（2021）、Sugano（2021）、臼井他（2022）

等が明らかにしたように、在宅勤務には男性の家事・育児参加を増加させる効果がある。

テレワークを促進することが、家庭における男女間格差を縮小させる１つの手段となるだ

ろう。 

 

６．まとめ 

 パンデミック下の家計を取り巻く状況を迅速に分析し公表する努力は、今も続いている。

本稿では、2022 年初までに公開された、パンデミックが日本の家計行動に与えた影響に関

する実証研究を展望した。 

 労働環境については、パンデミック初期に、若年非正規雇用者を中心に、休業による大

規模な従業機会逸失の急増が際立っていた。また、2020 年以降全般に、パンデミックの労

働や収入に対する負の影響が、対人サービスや人流を伴う業種、特に飲食・宿泊業や、テ

レワークなど柔軟な働き方が困難な職種に大きく偏って発生した。これらの部門には非正

規雇用が多いため、パンデミック前からの格差傾向がいっそう顕在化した。それは同時に、

非正規雇用で構成比の高い若年層や女性、また低所得層に労働機会と収入の減少をもたら

すこととなった。ただし、現在のところ、パンデミック下で日本の所得格差が大きく拡大

したという結果は報告されていない。 

 家計消費への負の影響は、収入の減少による消費減と、感染危惧からの消費減がある。

前者については、特別定額給付金に関する分析が、流動性制約に直面する家計の消費の弾

力性が大きいことを示す。流動性制約下にある家計には、若年層や低所得層が多いと考え

られる。これらの層への所得補償政策は、経済的救済と消費喚起の両面からの役割が期待

できるだろう。一方、後者の感染危惧からの外出機会減少が招く消費減は、感染リスクの

高い高齢層で顕著である。このような要因からの消費減へは、所得補償とは異なった対策

が必要となろう。 

 パンデミック当初よりの政策課題は、感染拡大と経済活動のトレードオフ関係の量的把

握である。人流対策は、様々な経路で、家計に労働と消費の機会の減少をもたらす。トレ

ードオフの均衡をとって、社会全体に望ましい対策を行うためのエビデンスの蓄積が必要

となる。一方、パンデミックには、感染力や重症化リスクという外的環境と、抑制政策や

感染症に関する情報に対する人々の行動様式が短期間に変わるという、通常の経済現象と

は異なる特性がある。そのため、過去のエビデンスのみでは政策立案の情報として不十分

となる。日本でも、トレードオフ関係の本質的構造を明らかとし、変貌する現状を反映可

能な感染と経済の予測モデルの開発が続けられている。 
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 パンデミックは、働き方や家庭生活にも影響を及ぼした。パンデミック下で利用が拡大

したテレワークには、高学歴、高収入など恵まれた条件の労働者が従事する傾向が強く、

働き方の格差拡大が懸念される。一方で、テレワークは、（とくに男性の）家庭へのコミッ

トメントを高めたり、ウェルビーイングを改善したりする良い変化も家庭にもたらした。

一斉休校等による家事・育児負担増大の影響を強く受けたのは女性であり、就業への影響

に加え、心理的な悪影響を指摘する研究も多い。 

 多くの国で指摘されたパンデミックの影響の男女格差は日本でも観察された。こうした

格差は主に業種・職種、雇用形態、家事・育児負担の男女格差によって生じており、平時

から存在していた男女格差がパンデミックにより明確な形で現れたものと考えられる。 

 パンデミックは現在も続いており、家計行動に関わる状況も刻々と変貌しつつある。現

時点で公開されている研究成果の対象期間は、2020 年を中心とし、直近でもほぼ 2021 年

までである。本稿執筆の間にも、新型コロナ感染症とそれを取り巻く環境は大きく変わっ

ている。今後、データの開発や蓄積とそれに基づく検証が進むと、現在までの研究結果の

解釈や含意も変わるかもしれない。2020 年前半に複数の経済変数にみられた大きな反応と

比べ、その後の経済は相対的に安定しているように見えるが、以上で見てきた通り、その

内部には依然として格差拡大の構造が存在し続けている。この点に留意しつつ、コロナ危

機と家計行動に関する実証分析の継続と成果の蓄積を進めることが期待される。 
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